
別添４

一般国道２８号（本州四国連絡道路（神戸・鳴

門ルート））等に関する協定



一般国道２８号（本州四国連絡道路（神戸・鳴門ルート））等に関する協定の 

一部を変更する協定 

 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と本州四国連絡高速道路株式会社は、高

速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）第６条第１項及び独立行政法人日本高速道

路保有・債務返済機構法（平成１６年法律第１００号）第１３条第１項の規定に基づき、

平成１８年３月３１日付けで締結した「一般国道２８号（本州四国連絡道路（神戸・鳴門

ルート））等に関する協定」の一部を次のように変更する協定を締結する。 

第４条中「別紙１」を「別紙１－１および別紙１－２」に改める。 

第５条中「別紙１」を「別紙１－１および別紙１－２」に改める。 

第１７条を第１８条とし、第７条から第１６条までを１条ずつ繰り下げ、第６条の次 

に次の１条を加える。 

（無利子貸付けの貸付計画） 

第７条 機構が会社に対して行う機構法第１２条第１項第６号の無利子貸付けの貸付計画

は、別紙５のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、機構が会社に対して行う機構法第１２条第１項第６号の無

利子貸付けに係る貸付金の額は、機構が政府から交付された機構法第１２条第１項第６

号の補助金に相当する額とする。 

  第９条中「別紙５」を「別紙６」に改める。 

  第１０条中「別紙６」を「別紙７」に改める。 

  第１１条中「平成７２年３月８日」を「平成７２年１月６日」に改める。 

  第１２条中「別紙７」を「別紙８」に改める。 



別紙１を別紙１－１とし、同別紙を次のとおり改める。 



（協定第４条第１項及び第５条第１項関連）

（機構法第１３条第１項第２号及び４号に定める協定記載事項）

別紙１-１

本州四国連絡高速道路株式会社が管理する高速道路に係る

　高速道路利便増進事業に関する計画 (スマートＩＣ)に関する

工事の内容 及び 工事に要する費用に係る債務引受限度額



１．工事の内容及び工事に要する費用に係る債務引受限度額

　（１）　工事予算

百万円（消費税込み）

　（２）　工事に要する費用に係る債務引受限度額

百万円（消費税込み）

（うち、助成対象基準額 百万円（消費税込み））

　（３）　個別箇所に関する工事の内容及び工事に要する費用に係る債務引受限度額

個別箇所に関する工事の内容及び工事に要する費用に係る債務引受限度額は、下記のとおりとする。

ただし、工事予算及び債務引受限度額については、（１）工事予算及び（２）債務引受限度額の内数である。

また、工事完成後は精算額としている。

1,606

　―　

1,426

別　　紙　　１

（イ）
路線名

（ロ）
工事の箇所

（ハ）工事方法

兵庫県洲本
市

立体接続 １，６０６百万円１，４２６百万円
平成２５年
７月１日

平成３０年
３月３１日

備考

他の道路との接続位置及び接続の方法 うち
助成対象
基準額

（消費税込み）

他の道路の
路線名

接続の位置 接続の方法
工事の着手
年月日

工事の完成
予定年月日

－

（ニ）
工事の着手及び完成の予定年月日 （ホ）

工事予算
（消費税込み）

（へ）
債務引受限度額
（消費税込み）

本線
直結型

一般国道２８号（本
州四国連絡道路
（神戸・鳴門ルー
ト））

兵庫県洲本
市

市道中川原
インター東
線・同西線



（協定第４条第１項及び第５条第１項関連）

（機構法第１３条第１項第２号及び４号に定める協定記載事項）

別紙１-２

　一般国道３０号（本州四国連絡道路（児島・坂出ルート））（坂出北スマートＩＣ）に関する

工事の内容 及び 工事に要する費用に係る債務引受限度額



１．工事の内容

　（１）　路線名

一般国道３０号（本州四国連絡道路（児島・坂出ルート））

　（２）　工事の箇所

香川県坂出市

　（３）　工事方法

（イ）　ほかの道路との接続位置及び接続の方法

別　　紙　　１

（仮称）坂出北スマートインターチェンジ

備考
他の道路の
路線名

県道瀬居坂出港線

接続の位置

香川県坂出市

接続の方法

立体接続



　（４）　工事予算

百万円（消費税込み）

　（５）　工事の着手および完成の予定年月日

①工事の着手（予定）年月日 平成 年 月 日

②工事の完成予定年月日 平成 年 月 日

２．工事に要する費用に係る債務引受限度額

百万円（消費税込み）

（うち、助成対象基準額 ― 百万円）（消費税込み）

3,648

３７ ３ ３１

別　　紙　　１

3,103

２９ ９ １



別紙３を次のとおり改める。 



（協定第５条第２項関連）

（機構法第13条第１項第４号に定める協定記載事項）

別紙３

修繕に係る工事に要する費用に係る
債務引受限度額



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

（消費税込み）

年度 債務引受限度額

Ｈ１８ 1,135 百万円

Ｈ１９ 4,509 百万円

Ｈ２０ 4,337 百万円

Ｈ２１ 5,665 百万円

Ｈ２２ 5,438 百万円

Ｈ２３ 4,197 百万円

Ｈ２４ 3,663 百万円

Ｈ２５ 8,767 百万円

Ｈ２６ 11,343 百万円

Ｈ２７ 12,181 百万円

Ｈ２８ 6,958 百万円

Ｈ２９ 14,052 百万円

Ｈ３０ 10,545 百万円

Ｈ３１ 11,788 百万円

Ｈ３２ 13,873 百万円

Ｈ３３ 9,313 百万円

Ｈ３４ 8,840 百万円

Ｈ３５ 9,188 百万円

Ｈ３６ 9,105 百万円

Ｈ３７ 8,711 百万円

Ｈ３８ 8,602 百万円

Ｈ３９ 8,926 百万円

Ｈ４０ 8,858 百万円

Ｈ４１ 8,582 百万円

Ｈ４２ 8,531 百万円

Ｈ４３ 6,881 百万円

Ｈ４４ 6,940 百万円

Ｈ４５ 6,877 百万円

Ｈ４６ 6,747 百万円

Ｈ４７ 6,672 百万円

Ｈ４８ 6,521 百万円

Ｈ４９ 6,335 百万円

Ｈ５０ 6,502 百万円

Ｈ５１ 6,353 百万円

Ｈ５２ 6,748 百万円

Ｈ５３ 6,715 百万円

Ｈ５４ 6,660 百万円

Ｈ５５ 6,296 百万円

Ｈ５６ 6,551 百万円

Ｈ５７ 6,183 百万円

Ｈ５８ 6,276 百万円

Ｈ５９ 6,488 百万円

Ｈ６０ 6,735 百万円

Ｈ６１ 6,456 百万円

Ｈ６２ 6,552 百万円

Ｈ６３ 7,141 百万円

Ｈ６４ 7,396 百万円

Ｈ６５ 7,594 百万円

Ｈ６６ 7,348 百万円

Ｈ６７ 7,531 百万円

Ｈ６８ 7,425 百万円

Ｈ６９ 7,305 百万円

Ｈ７０ 7,133 百万円

Ｈ７１ 5,650 百万円

（注１）Ｈ１８年度からＨ２８年度までは実績値を記載している。

 （注２）上記記載の債務引受限度額については、限度額に残余が生じた場合は、繰り越しを認めるものとする。



別紙４を次のとおり改める。 



（協定第６条第１項関連）

（機構法第13条第１項第５号に定める協定記載事項）

別紙４

災害復旧に要する費用に係る
債務引受限度額



（消費税込み）

災害復旧に要する費用に係る債務引受限度額

債務引受限度額 12,377 百万円







別紙６を別紙７とし、同別紙を次のとおり改める。 



計画料金収入の額

別紙７
（協定第9条第1項関連）



本州四国連絡高速道路株式会社における計画料金収入

（消費税込み）

年度 計画料金収入

(75,422　百万円)
78,335　百万円

(75,021　百万円)
78,320　百万円

(72,084　百万円)
74,240　百万円

(54,982　百万円)
54,268　百万円

(54,506　百万円)
56,375　百万円

(53,810　百万円)
61,954　百万円

(56,893　百万円)
64,828　百万円

(55,949　百万円)
65,990　百万円

(62,880　百万円)
64,811 百万円

(61,476　百万円)
66,967 百万円

(62,345　百万円)
67,652 百万円

Ｈ２９ 61,974 百万円

Ｈ３０ 56,199 百万円

Ｈ３１ 54,695 百万円

Ｈ３２ 52,927 百万円

Ｈ３３ 51,357 百万円

Ｈ３４ 49,807 百万円

Ｈ３５ 48,235 百万円

Ｈ３６ 75,649 百万円

Ｈ３７ 75,177 百万円

Ｈ３８ 74,701 百万円

Ｈ３９ 74,435 百万円

Ｈ４０ 73,764 百万円

Ｈ４１ 73,302 百万円

Ｈ４２ 72,842 百万円

Ｈ４３ 71,953 百万円

Ｈ４４ 70,686 百万円

Ｈ４５ 69,633 百万円

Ｈ４６ 68,595 百万円

Ｈ４７ 67,757 百万円

Ｈ４８ 66,565 百万円

Ｈ４９ 65,574 百万円

Ｈ５０ 64,595 百万円

Ｈ５１ 63,809 百万円

Ｈ５２ 62,684 百万円

Ｈ５３ 61,749 百万円

Ｈ５４ 60,832 百万円

Ｈ５５ 60,088 百万円

Ｈ５６ 59,030 百万円

Ｈ５７ 58,150 百万円

Ｈ５８ 57,285 百万円

Ｈ５９ 56,585 百万円

Ｈ６０ 55,590 百万円

Ｈ６１ 54,762 百万円

Ｈ６２ 53,947 百万円

Ｈ６３ 53,287 百万円

Ｈ６４ 52,351 百万円

Ｈ６５ 51,572 百万円

Ｈ６６ 50,801 百万円

Ｈ６７ 50,182 百万円

Ｈ６８ 49,301 百万円

Ｈ６９ 48,566 百万円

Ｈ７０ 47,841 百万円

Ｈ７１ 36,159 百万円

Ｈ２８

（注１）平成１８年度から平成２８年度までの上段（　）内は計画値、下段は実績値を記載している。

Ｈ２３

Ｈ２４

Ｈ２５

Ｈ２６

Ｈ２７

Ｈ１８

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ２１

Ｈ２２



別紙５を別紙６とし、同別紙を次のとおり改める。 







別紙５として次の別紙を加える。 



（協定第７条第１項関連）

（機構法第13条第１項第６号に定める協定記載事項）

別紙５

無利子貸付けの貸付計画



本州四国連絡高速道路株式会社に対する無利子貸付けの貸付計画

年度 無利子貸付計画額

Ｈ２９ 6 百万円

Ｈ３０ 6 百万円

Ｈ３１ 84 百万円

Ｈ３２ 261 百万円

Ｈ３３ 281 百万円

Ｈ３４ 301 百万円

Ｈ３５ 321 百万円

Ｈ３６ 291 百万円

Ｈ３７ 0 百万円

Ｈ３８ 0 百万円

Ｈ３９ 0 百万円

Ｈ４０ 0 百万円

Ｈ４１ 0 百万円

Ｈ４２ 0 百万円

Ｈ４３ 0 百万円

Ｈ４４ 0 百万円

Ｈ４５ 0 百万円

Ｈ４６ 0 百万円

Ｈ４７ 0 百万円

Ｈ４８ 0 百万円

Ｈ４９ 0 百万円

Ｈ５０ 0 百万円

Ｈ５１ 0 百万円

Ｈ５２ 0 百万円

Ｈ５３ 0 百万円

Ｈ５４ 0 百万円

Ｈ５５ 0 百万円

Ｈ５６ 0 百万円

Ｈ５７ 0 百万円

Ｈ５８ 0 百万円

Ｈ５９ 0 百万円

Ｈ６０ 0 百万円

Ｈ６１ 0 百万円

Ｈ６２ 0 百万円

Ｈ６３ 0 百万円

Ｈ６４ 0 百万円

Ｈ６５ 0 百万円

Ｈ６６ 0 百万円

Ｈ６７ 0 百万円

Ｈ６８ 0 百万円

Ｈ６９ 0 百万円

Ｈ７０ 0 百万円

Ｈ７１ 0 百万円



別紙特２を次のとおり改める。 



特定更新等工事に係る工事に要する費用に係る

債務引受限度額

別紙特２

（協定第5条第3項関連）

（機構法第13条第1項第4号に定める協定記載事項）



（消費税込み）

年度 債務引受限度額

Ｈ２７ 96百万円

Ｈ２８ 53百万円

Ｈ２９ 2,116百万円

Ｈ３０ 1,610百万円

Ｈ３１ 2,003百万円

Ｈ３２ 2,178百万円

Ｈ３３ 2,151百万円

Ｈ３４ 2,166百万円

Ｈ３５ 2,133百万円

Ｈ３６ 2,220百万円

Ｈ３７ 2,148百万円

Ｈ３８ 2,213百万円

Ｈ３９ 2,197百万円

Ｈ４０ 2,094百万円

Ｈ４１ 2,152百万円

特定更新等工事に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

（注１）平成２７年度から平成２８年度までは実績値を記載している。

（注２）上記記載の債務引受限度額については、限度額に残余が生じた場合は、繰り越しを認めるものとする。




